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（１）認知症対策の取組の全体像、
認知法診断・治療法の研究開発
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認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）の概要
～ 認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて ～ （平成２７年１月策定・平成２９年７月改定）

・ 高齢者の約４人に１人が認知症の人又はその予備群。高齢化の進展に伴い、認知症の人はさらに増加
２０１２（平成２４）年 ４６２万人（約７人に１人） ⇒ ２０２５（平成３７）年 約７００万人（約５人に１人）

・ 認知症の人を単に支えられる側と考えるのではなく、認知症の人が認知症とともによりよく生きていくことがで
きるような環境整備が必要。

七

つ

の

柱

新オレンジプランの基本的考え方

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続け
ることができる社会の実現を目指す。

①認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進
②認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供
③若年性認知症施策の強化
④認知症の人の介護者への支援
⑤認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進

⑥認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル、介護モデル等の研究
開発及びその成果の普及の推進

⑦認知症の人やその家族の視点の重視

・ 厚生労働省が関係府省庁（内閣官房、内閣府、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、法務省、文部科
学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）と共同して策定

・ 策定に当たり認知症の人やその家族など様々な関係者から幅広く意見を聴取

・ 新プランの対象期間は団塊の世代が７５歳以上となる２０２５（平成３７）年

・ 策定時の数値目標は、介護保険事業計画に合わせて２０１７（平成２９）年度末等で設定されていたことから、第７期計画の策
定に合わせ、平成３２年度末までの数値目標に更新する等の改定を行った（平成２９年７月５日）
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認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～

● 地域や職域で認知症サポーターの養成を進めるとともに、活動の任意性は維持しつつ、養成された
認知症サポーターが認知症高齢者等にやさしい地域づくりを加速するために様々な場面で活躍しても
らえるようにする。【厚生労働省】

【実績と目標値】
サポーター人数：２０１８（平成３０）年３月末実績 １０１５万人（目標値：２０２０（平成３２）年度末 １２００万人）

※認知症サポーター養成講座の際に活動事例等の紹介や、修了した者が復習も兼ねて学習す
る機会を設け、活動につなげるための講座など、地域や職域の実情に応じた取組を推進

認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進

○キャラバンメイト養成研修
実施主体：都道府県、市町村、全国的な職域団体等
目 的：地域、職域における「認知症サポーター養成講座」の講師役

である「キャラバンメイト」を養成
内 容：認知症の基礎知識等のほか、サポーター養成講座の展開方法、

対象別の企画手法、カリキュラム等をグループワークで学ぶ。

○認知症サポーター養成講座
実施主体：都道府県、市町村、職域団体等
対 象 者：
〈住民〉自治会、老人ｸﾗﾌﾞ､民生委員、家族会、防災・防犯組織等
〈職域〉企業、銀行等金融機関、消防、警察、スーパーマーケット

コンビニエンスストア、宅配業、公共交通機関等
〈学校〉小中高等学校、教職員、ＰＴＡ等

（認知症サポーター）

○ 認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域や職域で認知症の人や家族に対してできる範囲での手助
けをする人

認知症サポーターの養成と活動の支援
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診断・指導

指導・助言

紹介診断・
指導

紹介

情報提供・相談

複数の専門職による個別の訪問支援
（受診勧奨や本人・家族へのサポート等）

保健師・看護師等

連携

認知症サポート医
である専門医（嘱託）

○ 専門的な鑑別診断
○ 定期的なアセスメント
○ 行動・心理症状外来対応
○ 地域連携

●認知症初期集中支援チーム ●専門医療機関（認知症疾患医療センター等）

●認知症地域支援推進員

地域の実態に応じた認知症施策の推進
（医療・介護・地域資源と専門相談等）

●かかりつけ医・歯科医

医療系＋介護系職員（保健師、看護師、介護
福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士等）

相
談

情
報
提
供

指
導

助
言

近隣地域

本
人

家
族

訪問
（観察・評価）

専門医
派遣

日常診療・相談

診療・相談

相談

認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供

・ 容態の変化に応じて医療・介護等が有機的に連携し、適時・適切に切れ目なく提供されることで、
認知症の人が住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができるようにする。

・ 早期診断・早期対応を軸とし、妄想・うつ・徘徊等の行動・心理症状（ＢＰＳＤ）や身体合併症等が
見られても、医療機関・介護施設等での対応が固定化されないように、最もふさわしい場所で適切
なサービスが提供される循環型の仕組みを構築する。

発症予防 発症初期 急性増悪時 中期 人生の最終段階

○ 早期段階での発見・気づき
○ 専門医療機関への受診誘導
○ 本人の診察・相談、家族の相談

●認知症サポート医

助言相談

○ かかりつけ医の相談役
○ 地域連携
○ 正しい知識の普及啓発

連携

早期診断・早期対応のための体制整備のイメージ
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認知症カフェ実施状況

○ 認知症カフェ
⇒ 認知症の人やその家族が、地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お互いを理解し合う場

【認知症カフェ等の設置・普及】

地域の実情に応じて認知症地域支援推進員等が企画するなど、認知症の人が集まる場や認知症カフェなどの認知症の人
や家族が集う取組を２０２０（平成３２）年度までに全市町村に普及させる

○ ２８年度実績調査
・４７都道府県１０２９市町村にて、４２６７カフェが運営されている。
・設置主体としては、介護サービス施設・事業所、地域包括支援センターが多く見られた。

～認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）抜粋～

～都道府県別実施状況（実施市町村数）～

※ 都道府県管内において認知症カフェの開設を把握
している市町村数。

※ n＝4,363 （複数回答あり）

～都道府県別実施状況（設置カフェ数）～

都道府県
実施

市町村
数

都道府県
実施

市町村
数

都道府県
実施

市町村
数

北海道 62 石川県 14 岡山県 18

青森県 13 福井県 14 広島県 17

岩手県 17 山梨県 12 山口県 14

宮城県 25 長野県 32 徳島県 15

秋田県 20 岐阜県 35 香川県 8

山形県 30 静岡県 26 愛媛県 13

福島県 26 愛知県 46 高知県 15

茨城県 21 三重県 18 福岡県 31

栃木県 12 滋賀県 17 佐賀県 7

群馬県 14 京都府 26 長崎県 9

埼玉県 53 大阪府 35 熊本県 27

千葉県 40 兵庫県 41 大分県 16

東京都 48 奈良県 17 宮崎県 12

神奈川県 19 和歌山県 8 鹿児島県 22

新潟県 22 鳥取県 8 沖縄県 7

富山県 15 島根県 12 計 1,029

都道府県 カフェ数 都道府県 カフェ数 都道府県 カフェ数

北海道 182 石川県 93 岡山県 85 

青森県 36 福井県 35 広島県 103 

岩手県 46 山梨県 28 山口県 41 

宮城県 120 長野県 76 徳島県 34 

秋田県 51 岐阜県 96 香川県 27 

山形県 74 静岡県 95 愛媛県 30 

福島県 75 愛知県 287 高知県 38 

茨城県 47 三重県 69 福岡県 111 

栃木県 22 滋賀県 56 佐賀県 10 

群馬県 61 京都府 136 長崎県 18 

埼玉県 287 大阪府 285 熊本県 82 

千葉県 144 兵庫県 351 大分県 48 

東京都 338 奈良県 33 宮崎県 30 

神奈川県 167 和歌山県 13 鹿児島県 67 

新潟県 121 鳥取県 26 沖縄県 27 

富山県 45 島根県 21 計 4,267

9%

20%

1%

29%
9%

5%

27%

市町村

地域包括支援センター

認知症疾患医療センター

介護サービス施設・事業者

社会福祉法人
NPO法人

その他

～設置主体～
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７．脳とこころの健康大国実現プロジェクト 平成３０年度予算のポイント

精
神
・神
経
疾
患
等
の
克
服

認知症やうつ病などの精神・神経疾患等の発症に関わる脳神経回路・機能の解明に向けた研究開発及び基盤整備を
各省連携の下に強力に進めることにより、革新的診断・予防・治療法を確立し、精神・神経疾患等を克服する。

国際的な基礎脳科学・疾患関連脳科学研究における協力体制の構築を推進するとともに、認知症等の対策に資する新たな研
究開発を開始する。

創薬支援ネットワーク

（独）医薬品医療機器総合機構（PMDA)による支援

医療機器開発支援ネットワーク

AMEDによる一貫した支援・推進体制（PD/PS/PO連絡会等による連携促進）
トランスレーショナルリサーチの更なる充実と社会実装化に向けた推進

臨床からのフィードバックに基づく基礎研究への展開
（新たなシーズの創出・検証研究等）基礎的研究 社会実装

国立長寿医療研究センター（NCGG）
国立精神・神経医療研究センター（NCNP） 等

支援

【厚】 障害者対策総合研究事業

【厚】 認知症研究開発事業

環境適応脳 （行動選択・環境適応を支える種を超えた脳機能原理の抽出と解明）

・柔軟な環境適応を可能とする意思決定・ 行動選択の神経システムの研究

【文】 脳科学研究戦略推進プログラム（脳プロ）
「社会に貢献する脳科学」の実現を目指し、社会への
応用を明確に見据えた脳科学研究を戦略的に推進

【文】 革新的技術による脳機能ネットワークの全容解明プロジェクト（革新脳）

融合脳 （臨床と基礎研究の連携強化による精神・神経疾患の克服）
・認知症、うつ病等、発達障害等の克服

・認知症等の革新的治療法を指向したシーズ探索および実証的研究

精神医療の診療方法の標準化及び治療方法の開発
主要な精神疾患についての包括的な治療ガイドラインの策定

依存症対策の推進
薬物依存症、アルコール依存症、ギャンブル等依存症などの
依存症対策に資する研究を充実

心の健康づくりの推進
精神疾患の予防を図るための介入プログラムの開発を実施

精神科医療の標準化
依存症対策

栄養摂取による認知症に及ぼす影響に関する研究

コホート研究、レジストリ研究、臨床研究実施支援する研究、
若年性認知症、ＢＰＳＤの治療指針等の研究開発等の継続

高齢化に伴う難聴者の認知症予防に関する研究

認知症における性差とそのメカニズム解明に関する研究

認知症とその他の臓器・疾患連関に関する研究
国際連携

連携
協力

脳機能ネットワークの解明

登録・連携システムを活用、推進する研究

認知症の新たな創薬シーズやバイオマーカーの臨床研究・治験を支援

連携
協力

連携
協力

基礎脳科学・疾患関連脳科学研究における国際連携を加速するための体制
構築

国際連携

疾患原因究明や、
診断・予防・治療法の

シーズ創出と育成

・中核拠点 （霊長類の脳構造・機能マップ作成、技術開発）

・臨床研究グループ （ヒト精神・神経疾患等原因究明等に向けた研究開発）

・技術開発個別課題 （中核拠点、臨床研究グループが必要な技術を開発）

霊長類の高次脳機能を担う神経回路の全容をニューロンレベルで解明し、
精神・神経疾患の克服や情報処理技術の高度化等に貢献
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認知症、MCI(軽度認知障害) 等の疾患に関する患者等のデータを共有する登録システム

国⽴⻑寿医療研究センター

A病院

データセンター

Ｂ病院

MCI 認知症
臨床研究 臨床研究

症例登録

分析・検索

症例登録

分析・検索

認知症等の全国的なデータ収集の枠組み－オレンジプラットフォーム

データ収集

画像

平成２７～２８年度 約４０００例蓄積

（平成２７年度～）

予防法 診断法
治療薬
治療法

リハビリテーション
モデル

介護モデル
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認知症の早期診断に関するバイオマーカーの確立

早期の診断により認知症の対応に有用

認知症を早期診断するための血液バイオマーカーが必要（簡易な方法で認知症の診断や治療、予防
を実現するため）。現在、脳内アミロイドβ蛋白蓄積を血液検査で簡易検出する手法を開発、NCGG及
び島津製作所等が共同で認知症早期診断のバイオマーカーを確立。（A.Nakamura et al,Nature,2018) 

主任研究者 国立長寿医療研究センター 中村 昭範

○脳内アミロイドβ蓄積を反映する⾎液バイオマーカーの臨床応⽤に向けた多施設共同研究

調整費を活用し、平成30年度中にこのバイオマーカー実用化に向けた全国多施設共同の治験を前倒しで実施。

新オレンジプラン「早期診断・
早期対応のための体制整備」
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（２）認知症対策に向けた
官⺠連携プラットフォームの整備



認知症対策に向けた官⺠連携プラットフォームの構築、国際連携

ラウンドテーブル
 研究者（認知症、介護、脳科学、IT等）
 企業（製薬、⾮製薬）

レジストリ 超早期予防（Risk Reduction）

診断・進⾏抑制

⽣活⽀援・ケア・社会受容

治療
認知症対策の

実証プロジェクト

個別研究・実証内容認知症関連フィールド／レジストリ

 認知症対策については、予防・治療、ケア・介護、社会としての研究、取組が実施されているところであり、例えば病院や介護
施設等と連携した⼤規模レジストリ（オレンジプラットフォーム）などが⾏われている。他⽅、例えば超早期からの予防や⽣活
⽀援などの場⾯で、⺠間企業を含めたステークホルダー間の連携や社会実装等に課題がある。

 更にステークホルダー間での連携や社会実装を進めるべく、認知症対策の実証フィールドを、⾃治体や介護施設等と連携しな
がら整備する。国内外の研究者、企業に開放し、認知症対策に関する実証を⾏う場とする。

 社会実装を促進するため、特に予防・QOL向上・社会受容の領域において、課題の整理に向けた実証研究を実施。

⾃治体

介護事業者
・
・
・ 10



諸外国の取組との連携

 海外では、認知症の超早期予防、進⾏抑制、治療、社会受容等の幅広い分野で官
⺠連携した取組が進められている。

Dementia Forum X
・カロリンスカ研究所（ノーベル⽣理学医学賞選定機関）や
スウェーデン王室と連携して実施。
・IKEAによるサポート。
・本年４⽉に⽇本で開催予定（初の海外開催）。超早期
予防や社会受容も議論。

World Dementia Council
・G7＠英国の際に、キャメロン英⾸相（当時）のイニ
シアティブで設置された世界各国の認知症関連有識
者による評議会。
・今年度の会合は⽇本で開催。優先的に取り組むべ
き分野として、①Awareness、②Care、③Risk
Reduction、④Research、を選定。

EPAD (European Platform for 
Alzheimerʼs Disease)
・症状の予防または重症化予防を⽬的とした
新規治療の開発のためのプラットフォームを提
供。
WEF (World Economic Forum)
・第四次産業⾰命センターを設置。Precision 
Medicine等について検討を実施。
・Aging Societyについても⾼い関⼼。

USA2 (US Against Alzheimerʼs)
・アルツハイマー病の治療、ケア、共⽣に向けた取組を検討する
官⺠連携イニシアティブ。

⽇中サービス協⼒
・介護分野（予防・⽣活⽀援を
含む）を中⼼とした連携について
検討中。

ADNI (Alzheimerʼs Disease Neuroimaging 
Initiative)
・アルツハイマー病患者や健常者の脳の画像や⾎液、脳脊髄
液をデータベース化することで、アルツハイマー病の病態解明や
診断⽅法等の確⽴を⽬指す。

シンガポール
・認知症のケア等に関する社会受
容を中⼼とした実証プロジェクトを
検討中。

University of Stirling
・認知症にやさしいデザインに関する認証制度 オレンジプラットフォーム

・国⽴⻑寿医療研究センターが各⼤学、認知症疾患医療セン
ター、⾃治体等と連携して実施
・健常者・軽度認知障害、認知症患者のデータを⻑期的に集
積することで診断、治療⽅法の確⽴を⽬指す
・新規治療や診断法の開発のためのプラットフォームも提供
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